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[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇労働災害発生状況  

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E-j9XMS8Po_qmJuBY 

業種、事故の型別死亡災害発生状況（令和３年） 
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全産業 121 11 2 24 21 45 84 1 0 11 16 8 10 1 0 0 80 4 0 24 2 465 

  製造業 13 2 1 7 1 7 35 0 0 1 4 5 2 1 0 0 6 0 0 2 0 87 

  鉱業 3 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 7 

  建設業 63 2 1 8 15 12 16 1 0 4 8 2 6 0 0 0 13 1 0 2 1 155 

  交通運輸事業 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 4 0 10 

  

陸上貨物 

運送事業 
10 0 0 5 2 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26 0 0 1 0 54 

  港湾運送業 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

  林業 3 2 0 2 0 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21 

  

農業、畜産・水

産業 
5 0 0 0 0 2 3 0 0 4 2 0 1 0 0 0 1 3 0 0 0 21 

  第三次産業 23 3 0 2 2 5 22 0 0 2 2 1 1 0 0 0 30 0 0 15 1 109 

商業 8 0 0 1 2 1 6 0 0 0 1 0 0 0 0 0 12 0 0 0 0 31 

  うち小売業 4 0 0 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 7 0 0 0 0 14 

金融・広告 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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通信 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

保健衛生業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 12 0 16 

  

うち社会福祉

施設 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 11 0 13 

接客・娯楽 6 2 0 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 13 

  うち飲食店 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 3 

清掃・と畜 5 1 0 0 0 0 8 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 1 20 

警備業 0 0 0 0 0 2 4 0 0 0 1 0 0 0 0 0 6 0 0 1 0 14 

その他 3 0 0 0 0 2 2 0 0 1 0 1 1 0 0 0 4 0 0 0 0 14 

---------- 

◇若者に広がる大麻、上半期の摘発 2544人 最年少は 14歳 

＜朝日新聞 2021年 9月 18日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASP9K763BP9KUTIL02M.html?iref=comtop_BreakingNews_list 

 大麻に関連した事件で、警察が今年上半期（1～6月）に 2544人（暫定値）を逮捕・書類送検したことが警察

庁への取材でわかった。年間で過去最多だった昨年の同じ期間より 305人多い。特に若年層での増加が目立ち、

20代以下が全体の 7割を占めた。 

 警察庁によると、20歳未満は 505人で昨年の上半期から 83人増えた。20代は 1296人で 174人増えた。学校種

別では、大学生が 111人、高校生 101人、中学生 4人。最年少は 14歳だった。 

 大麻が若年層で広がっている要因について、警察庁は、抵抗感が薄いことや、SNSなどを通じて入手しやすい

ことなどがあるとみている。同庁は「取り締まりを強化するとともに、ネット上の有害情報の排除や薬物乱用防

止に関する広報啓発を進めていく」としている。 

-------------------- 

◇その他の事故、事件 

・消費生活用製品の重大製品事故:リコール製品で火災等(電動草刈機(充電式)) 

＜消費者庁 2021年 9月 17日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/025681/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms202_210917_01.pdf 

特記事項:株式会社丸山製作所が輸入した電動草刈機(充電式)のリコール(回収・交換) 

１．ガス機器・石油機器に関する事故：１件 

（うち屋外式（ＲＦ式）ガスふろがま（ＬＰガス用）１件） 

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故：４件 

（うち照明器具１件、電動草刈機（充電式）２件、電動アシスト自転車１件） 

３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故： 12 件 

（うち電気式浴室換気乾燥暖房機１件、自転車１件、プリンター（複合機）１件、鍋（取っ手着脱式）１件、

照明器具１件、洗浄剤（床用）１件、エアコン１件、エアコン（室外機）１件、液晶テレビ１件、 

電動アシスト自転車１件、ビデオデッキ１件、扇風機１件） 

---------- 

・マクドナルドのバーガーに金属片 調理器具の部品か、客の歯欠ける 

＜共同通信 2021年 9月 17日＞ https://nordot.app/811521778317312000?c=39546741839462401 

 福岡市中央区のマクドナルド天神西通り店で女性客（26）が金属片のようなものが入ったハンバーガーを食べ、

歯が欠けたことが 17日、日本マクドナルドなどへの取材で分かった。ばねのような形状で調理器具の部品とみら

れる。同社は女性に謝罪し返金した。全店舗に器具の点検を指示した上で、詳しい原因を調査している。 

 同社によると、女性は 14日午後 2時ごろ、ハンバーガー「濃厚とろ～り月見」を購入。食べ始めて異物に気づ

いた。 

 女性によると、歯が 1ミリ程度欠け、急性歯髄炎との診断も受けた。 

 日本マクドナルドは「深くおわびするとともに、原因究明と再発防止に努めたい」としている。 
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---------- 

・“ながらスマホ”の果ての自転車事故で 

＜NHK 2021年 9月 19日＞ 

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210919/k10013258981000.html?utm_int=all_side_ranking-social_002 

---------- 

・18歳未満の少女にキス 64歳教授を懲戒解雇 福島大 

＜朝日新聞 2021年 9月 17日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9K36N0P9HUGTB00G.html 

 福島大は 15日、少女にわいせつな行為をしたとして、人間発達文化学類の渡辺隆教授（64）を懲戒解雇処分に

し、発表した。 

 大学によると、渡辺教授は 4月 9日の勤務時間外に、二本松市内で少女が 18歳未満と知りながらキスをするわ

いせつな行為をしたという。 

 渡辺教授は大学でスクールカウンセラーを含む臨床心理士の育成を担う授業を担当していた。2006年度から県

教育委員会の依頼を受け、県内の学校でスクールカウンセラーとして働いていたという。 

 県教委も 8月 23日、渡辺教授を懲戒免職処分にした。 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・カルテなき患者、認定７％止まり 汚染製剤投与、立証に壁―Ｃ型肝炎集団訴訟 

＜時事ドットコム 2021年 9月 20日＞ 

https://www.jiji.com/jc/article?k=2021091900094&g=soc&utm_source=top&utm_medium=topics&utm_campaign=

edit 

 薬害肝炎救済法に基づく給付金を受けるため、カルテが残っていないＣ型肝炎患者や遺族が国を相手に起こし

た集団訴訟で、支給対象となる汚染血液製剤の使用が認定され、和解したのが８月末時点で５６人と、全体の７％

余りにとどまっていることが１９日、訴訟の全国弁護団への取材で分かった。 

 訴訟は給付金支給のために必要な手続きで、裁判所が汚染血液製剤投与の事実を認定すれば、症状に応じて１

２００万～４０００万円が支払われる。ただ、患者側が製剤投与をカルテや医師の証言などで立証しなければ認

められない運用が続いており、カルテが５年の保存期間を過ぎて廃棄された患者はほとんど救済されない実態が

浮き彫りになった。 

 弁護団は「被害者救済が困難な制度だ」と述べ、制度改正の必要性を訴えている。 

 弁護団によると、カルテがないＣ型肝炎患者らが集団提訴しているのは東京のほか、札幌、静岡、名古屋、大

阪、広島、熊本、鹿児島の各地裁。２０１０年以降順次提訴し、原告は計７６４人に上る。 

 ８月下旬までの集計によると、原告のうち和解したのは札幌で５人、東京１４人、静岡１人、名古屋１８人、

大阪１０人、広島１人、熊本４人、鹿児島３人となっている。 

 和解できた患者らは、血液製剤を投与した当時の主治医や看護師らが見つかり、法廷で証言してもらうことで

給付対象となったケースがほとんどだった。しかし、投与から長期間が経過したため医療関係者が見つからなか

ったり、見つかっても証言を拒否されたりして認定の見込みが立たない患者が多数に上った。 

 弁護団の只野靖弁護士は「認定要件を緩和し、カルテがなくても汚染された血液製剤の投与を推定できる法改

正が必要だ」と話した。一方、厚生労働省は「Ｃ型肝炎患者は国内にたくさんいる。認定には製剤の投与が原因

と考えられる客観的な証拠が必要だ」としている。 

---------- 

・「フェミサイド実態把握を」 大学生らが 1･7万人署名を国に提出へ 

＜朝日新聞 2021年 9月 17日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9K6DKPP9KUTIL028.html 

 女性であることを理由にした殺人を意味する「フェミサイド」の国内での実態解明と対策を求め、大学生らが

17日、東京都内で記者会見した。活動の一環としてオンラインで集めた署名には 1万 7千人余りが賛同。法相や

男女共同参画相らに署名と要望書を出す。 

 署名を集めたのは、都内の大学に通う皆本夏樹さん=活動名=が立ち上げた「フェミサイドのない日本を実現す

る会」。きっかけは、小田急線の車内で 8月、女子大学生らが刃物を持った男に襲われた事件だ。殺人未遂容疑
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で逮捕された男が「華やかな女性や一緒にいる男性の首を切りたいと思うようになった」などと供述していると

報道された。同事件では男女計 10人が重軽傷を負った。 

 要望書では、DVや性暴力に加え、女性を標的にした殺人事件も「フェミサイド」という用語を使って啓発に努

めるよう求めた。また、過去 10年間に女性が被害に遭った殺人、同未遂事件の実態を明らかにすることや、女性

に対する犯罪の加害者の傾向を調査・研究することも求めている。 

 皆本さんは会見で「フェミサイドは痴漢や性暴力など日常的に女性が遭う暴力の延長線上にある。DVやセクハ

ラも言葉ができたことで実態が明らかになり、対策ができた。被害者が女性の殺人事件もジェンダーの視点で分

析し、フェミサイドの実態を可視化してほしい」と求めた。 

 世界保健機関（WHO）は 2012年に出した女性に対する暴力に関する報告書で、フェミサイドを「女性であるこ

とを理由にした意図的な殺人」「より広い定義では、女性または少女のあらゆる殺害を含む」と説明している。 

 会見に出席した早稲田大生の芹ケ野瑠奈さんは、女性を標的にした犯罪の背景にはジェンダーギャップ（男女

格差）の大きさがあると指摘。「ジェンダーギャップは命にまでかかわる問題なのだということを、多くの人に

認識してほしい。未来の被害者や加害者を生まないためにも、実態調査が必要だ」と話した。 

 署名キャンペーンには、多くの賛同コメントが寄せられた。突然知らない男性にぶつかられたり、怒鳴られた

りした経験があるという人は「幼少時から『女性』であるだけで、様々な暴力にさらされる現実を調べて欲しい」

と記入。「これまで注目されていなかっただけで、犯人が女性を狙っていたという事件は多いのではないか。そ

ういう心配のない社会に生きたい」という声もあった。 

---------- 

・高齢者の事故防止～電動車いすの利用で気を付けたいこと～ 

＜製品評価技術基盤機構 2021年 9月 17日＞  

https://www.nite.go.jp/jiko/chuikanki/press/2021fy/prs210917.html 

 高齢者※1が電動車いすを使用した際の事故が毎年発生しています。電動車いすは高齢者が使用する他の製品よ

りも死亡事故の割合が高く、不注意や運転操作の誤りが重大な事故に直結するおそれがあります。電動車いすの

事故は脱輪による踏切での立ち往生や、坂道でバランスを崩したことによる転倒・転落などにより起こっていま

す。今年も既に 2件、高齢者が電動車いすを使用中に亡くなられるという事故が発生しています。NITE（ナイト）

では、電動車いすの事故の再発防止を目的として、敬老の日を前に注意喚起を行います。 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[福島原発事故] 

・福島第一原発の廃棄物管理が不適切 態勢見直しを 原子力規制委 

＜NHK 2021年 9月 18日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210918/k10013266951000.html 

東京電力福島第一原子力発電所では、屋外に設置した仮設の集積場に置かれる廃炉作業で出た廃棄物が急増し、

管理が不適切な場所もあるとして、原子力規制委員会が管理態勢の見直しを求めました。 

福島第一原発の廃炉で出た放射性廃棄物はことし 3月時点でおよそ 48万立方メートルあり、多くは屋外の決まっ

た場所で一時保管していますが、すぐに運び込めないがれきなどは原則 1年を上限に仮設の集積場に置いていま

す。 

この集積場に仮置きされた廃棄物が去年1月のおよそ7000立方メートルからことし7月時点で6万立方メートル

に急増し、仮置きが 1年を超えるなど、管理が不適切な場所もあることが分かりました。 

急増した原因について東京電力は、一時保管しているエリアでコンテナの積み直しなどのため受け入れを一時中

断したことや、コンテナから放射性物質が漏れ点検作業などを実施したためだと説明しています。 

原子力規制委員会は、仮設の集積場ではパトロールの回数が少ないなど適切な管理が行われていないおそれがあ

るとして、管理態勢の見直しを求めました。 

東京電力は「廃棄物の仮置きなどを見直し、適切に管理したい」と話しています。 

-------------------- 

[原子力施設全般] 

・放射性廃棄物、海外処分に道筋 規制緩和で大型機器の「輸出」可能に 
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＜朝日新聞 2021年 9月 19日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9M5GNCP9KULFA03R.html 

 原発の放射性廃棄物は国内ですべて処分するという原則に関わる規制が、変わろうとしている。廃炉が相次ぐ

なか、低レベル廃棄物である一部の大型機器について、処分を海外業者に委託できるように輸出規制を緩和する。

新たなエネルギー基本計画の改定案に方針が盛り込まれた。経済産業省が見直し案を検討するが、実施に向けて

は不透明な部分もある。 

 海外での処分を検討しているのは「蒸気発生器」と「給水加熱器」、「核燃料の輸送・貯蔵用キャスク」の 3種

類の大型機器だ。いずれも原発の重要機器で、主なものだと長さは 5～20メートル前後、重さは 100～300トン前

後もある。 

 使用済み核燃料から出る高レベル放射性廃棄物（核のごみ）ほど放射能レベルは高くはないが、低レベルの廃

棄物として埋設処分などが必要だ。一部は放射能レベルが 3段階のうち 2番目の「L2」に該当し、地中で 300～

400年近く管理が必要なものもある。 

 エネルギー基本計画の改定案に「有用資源として安全に再利用されるなどの一定の基準を満たす場合に限り例

外的に輸出することが可能となるよう、必要な輸出規制の見直しを進める」と明記された。改定案には、今月 3

日から 10月 4日まで意見を公募している。 

 国内ではこれまで原発 24基の廃炉が決まり、2020年代半ば以降に原子炉の解体などが本格化する。国内に専

用の処理施設がなく、発電所の敷地内で保管したままだと作業スペースが圧迫され、廃炉の妨げになると経産省

は説明する。 

 米国やスウェーデンでは放射性廃棄物を国外から受け入れ、除染や溶融をしたうえで、金属素材などとして再

利用するビジネスが確立しているという。 

 国際条約では、放射性廃棄物は発生国での処分が原則だ。相手国の同意があれば例外的に輸出できるが、日本

は外国為替及び外国貿易法（外為法）の通達で禁じている。 

 経産省は大手電力会社の要望などをもとに、専門家らを交えて検討してきた。国内処分を基本としつつ、対象

を 3種類の大型機器に絞り、再利用されることなどを条件に例外的に輸出を認める方向だ。法改正をしなくても

通達の見直しなどで対応できるという。古くなって交換後に原発敷地内で保管している大型機器も対象になると

しており、稼働中の原発の廃棄物が輸出される可能性もある。 

 電力会社から海外業者への支払額ははっきりしておらず、コストがふくらむ恐れもある。安全な輸送方法など

課題は多い。規制が緩和されても、実施まで時間がかかりそうだ。 

---------- 

・東電柏崎刈羽原発の火災感知器、約 100台に不備 ずさんな工事再び 

＜朝日新聞 2021年 9月 20日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9M6RX2P9KULBJ016.html 

 東京電力柏崎刈羽原発 7号機（新潟県）で、施設内にある火災感知器の約 100台が、新規制基準で定めた適正

な位置に取り付けられていないことが関係者への取材でわかった。出火時に煙や熱をいち早く検知できず、対応

が遅れる恐れがある。同原発では、テロ対策の不備や安全対策工事の未完了が相次いで発覚し、東電の安全に対

する姿勢が問われている。 

 原子力規制委員会や東電などによると、今年 2月、規制委の検査官が 7号機の蓄電池室にある煙感知器 1台に

ついて、設置場所が換気口から約 1メートルしか離れていないことに気づいた。基準では消防法施行規則に従っ

て、空調の吹き出し口などから 1・5メートル以上離すよう求めている。煙をいち早く検知するためだ。 

 東電は、問題の感知器の位置を移し、ほかの感知器も目視で点検した。ところが、規制委が 4月に再び調べた

ところ、別の 2台でも不備が見つかったという。 

 これを受け、東電は施設内の約 2千台を対象に改めて点検を実施。今月 16日、複数の設置場所の不備が見つか

ったことを規制委に報告した。関係者によると、不備があった感知器は約 100台に上るという。東電は「点検状

況を取りまとめており、近く説明する」としている。 

 東電は今年 1月、再稼働をめ… 

---------- 

・北海道電泊原発のディーゼル発電機に不具合 定期検査中 すでに復旧 

＜朝日新聞 2021年 9月 18日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9K7RHBP9KIIPE026.html 



ACSES ニュースレター_２１８０_20210921 

 7 

 北海道電力は17日、定期検査中の泊発電所2号機に設置している非常用ディーゼル発電機に不具合が見つかった

と発表した。2号機は停止中だが、使用済み核燃料などを常時冷やす必要があるため、停電などに備えて発電機を

非常用に設置している。不具合での発電所の運営への影響はなかった。原因は調査中。 

 北電によると、7日に発電機の起動試験を終えた後に、発電機に供給する空気を海水で冷やす空気冷却器で海水

が漏洩（ろうえい）しているのを社員がみつけた。冷却器を交換し、15日に復旧した。 

-------------------- 

[大災害対策] 

・災害時、自宅療養者の避難どうする…カギ握る自治体の事前準備 

＜読売新聞 2021年 9月 20日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20210920-OYT1T50053/ 

---------- 

・「災害時に活躍が期待される製品の事故」 

＜製品評価技術基盤機構 2021年 9月 14日＞ PSマガジン Vol.388  9月 14日号 

https://www.nite.go.jp/jiko/chuikanki/mailmagazin/2021fy/vol388_210914.html 

【事例 1】 

携帯発電機を使用中、一酸化炭素中毒により死亡した。   

→  使用者が携帯発電機を換気の不十分な屋内で使用したため、同屋内の一酸化炭素（CO）濃度が上昇して事故

に至ったものと考えられます。 

  なお、取扱説明書には、排ガスがこもる場所で使用しない旨、記載されていました。 

【事例 2】 

使用中のカセットこんろから出火して、周辺を焼損した。               

→  使用者が、カセットボンベの切欠き凹部を合わせずに、カセットボンベが斜めとなった状態で無理に装着し

たため、接続部からガスが漏れ出て、点火操作により漏れたガスに引火したものと考えられます。 

   なお、取扱説明書には、ガスボンベの切欠き凹部と、カセットこんろの容器受けガイド凸部を合わせ、正しく

セットする旨、記載されていました。 

【事例 3】 

使用後のライターをエプロンのポケットに入れていたところ、衣服が燃え、火傷を負った。 

→  ライターの内部に異物が挟まっていたことから、ガス栓を開閉するノズルが戻りきらず、火が消えていなか

ったものと考えられます。 

 なお、事故品本体のラベルには、消火を確認する旨、注意表示されていました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

【事例 1の注意事項】 

 携帯発電機は、屋内や換気の悪い場所などの排ガスがこもる場所（物置・倉庫、車内、テント内など）では、絶

対に使用しないでください。 

屋外であっても製品の排ガスが屋内に入らないように注意し、風通しが良い場所で使用してください。   

【事例 2の注意事項】 

 ガス機器にカセットボンベを装着する場合は、取扱説明書の指示に従って正しく装着してください。カセットボ

ンベの装着が適切でない状態で使用すると、ガス漏れが生じ、火災に至るおそれがあります。              

【事例 3の注意事項】 

 ライターを使用した際には、火が確実に消えていることを確認してください。また、ライターの内部に入ったご

みなどの異物は、取り除いてください。 

■NITEでは 2021年 8月 26日に自然災害時の製品事故に関する注意喚起 

  「自然災害時にまさかの製品事故！？～停電時のＣＯ中毒にも注意！～」をプレスリリースしました。 

     https://www.nite.go.jp/jiko/chuikanki/press/2021fy/prs210826.html 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 
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◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者の発生について（空港検疫）  

＜厚生労働省 2021年 9月 20日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21189.html 

・新型コロナウイルス感染症の患者等の発生について（空港検疫）  

＜厚生労働省 2021年 9月 18日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21184.html 

・新型コロナウイルス感染症（変異株）の患者等の発生について（空港検疫） 

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21175.html 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和３年９月 20日版）  

＜厚生労働省 2021年 9月 20日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21188.html 

・地域ごとの感染状況等の公表について更新しました  

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=xzwpiBBo6ls-THlVY 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・子供の 75%が自宅感染 8～9月 

18歳以下の 75％が自宅感染 夏休み影響 9月は「学校」増加 

＜毎日新聞 2021年 9月 19日＞ https://mainichi.jp/articles/20210919/k00/00m/040/084000c 

 

・コロナ変異株、ギリシャ文字に名称変更 12番目に到達 24字で足りる？ 

＜日刊スポーツ 2021年 9月 20日＞ 

https://www.nikkansports.com/general/nikkan/news/202109200000119.html 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・自治体・医療機関向けの情報一覧（事務連絡等）（新型コロナウイルス感染症）2021年を更新しました  

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=uUJX9m4WlCVAMgQrY 

・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA) ページを更新しました  

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=2yA1lAx09kciUGRJY 

・新型コロナウイルス感染症の病床・宿泊療養施設確保計画について更新しました 

＜厚生労働省 2021年9月17日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00056.html 

・新型コロナウイルスに関する受診・相談センター／診療・検査医療機関等の情報を更新しました 

＜厚生労働省 2021年9月17日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/covid19-jyushinsoudancenter.html 

・医療機関等情報支援システム（G-MIS）：Gathering Medical Information System 

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00130.html 

・「療養状況等及び入院患者受入病床数等に関する調査について」を更新しました 

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00023.html 

・都道府県の医療提供体制等の状況（医療提供体制等の負荷・感染の状況）についてを更新しました。 

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00035.html 

・病床・宿泊療養施設確保計画 

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00057.html 

---------- 

◇ワクチン、検査薬、治療薬等 

・新型コロナウイルスワクチンのバイアル内の白色浮遊物に関する調査結果について  

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=c4idPKTcXu-K-PzhY 

・新型コロナワクチンの予診票・説明書・情報提供資材  
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＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=M8jdfOScHq_KuLqhY 

・自費検査を提供する検査機関一覧を更新しました。  

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=Q7itDJTsbt-6yPvRY 

 

・ワクチン効果、高齢・喫煙で減 毎日の飲酒も影響―６０～７０代は２０代の半分 

＜時事ドットコム 2021年 9月 19日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2021091800337&g=soc 

 全国民の過半数が２回接種を終え、３回目も実施の方向となった新型コロナウイルスワクチン。接種が行動制

限緩和の条件になる一方で、高齢者や喫煙者、毎日飲酒する人では効果が低下しやすいとの報告も出ている。た

だ、専門家は「高齢者など重症化リスクが高い人たちこそ、ぜひ接種を」と訴える。 

 国立病院機構宇都宮病院（宇都宮市）は、米ファイザー製ワクチンの接種を受けた職員３７８人について、感

染を防ぐ中和抗体の量や強さを示す「抗体価」を分析。２回目接種から３カ月後の中央値をみると、６０～７０

代の男女と５０代男性は２０代の約半分にとどまった。５０代女性も６割程度で、年代が上がるほど抗体価は下

がる傾向が出た。 

 また、喫煙歴がない人は全体の中央値より約１２％高かった。一方、喫煙歴がある人は約２３％、喫煙者は約

３５％、それぞれ低かった。 

 杉山公美弥副院長は「高齢者は免疫細胞の働きが加齢で少しずつ弱まるため、接種により作られた抗体が十分

に維持できないのでは」と指摘。「肺には多くの免疫細胞が集まり、全身の免疫と直結する。たばこの煙で肺の免

疫細胞がダメージを受け、抗体量が維持できない」と分析する。 

 千葉大病院（千葉市）は、ファイザー製を２回接種した職員１７７４人を調査。抗体価は女性の方が高く、高

齢者や毎日飲酒する人、免疫抑制剤の服用者は低かった。特に酒は、飲まない人と比べ週２～３回飲む人は差が

ないが、毎日飲む人は約２割低かった。 

 国立感染症研究所の脇田隆字所長は、こうした傾向について「高齢者や喫煙者などは重症化しやすい。抗体価

が上がりにくいとしても、接種を積極的に受けることは大事だ」と強調。国の担当者も「接種は受けてもらいた

い。（抗体価への影響に関する）知見についても専門家と相談して発信したい」と話す。  

 

・モデルナ製ワクチン、長期効果でファイザー上回る 米 CDC発表 

＜AFP＝時事 2021年 9月 18日＞ 

https://news.goo.ne.jp/article/afpbb/world/afpbb-3366882.html 

・コロナワクチンとインフルエンザワクチンの同時接種に問題は？【新型コロナワクチンの疑問に答える】 

＜日刊ゲンダイ 2021年 9月 18日＞」 

https://news.yahoo.co.jp/articles/824a0b9f71854ac4b9d54a4afe805a0d73d79ce0 

 

・「抗体カクテル療法」全国的に往診での使用認可へ 厚労省 

＜NHK 2021年 9月 18日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210918/k10013265901000.html 

---------- 

◇大学等関係 

・大学の 8割「学生のメンタルケアが課題」 とくに心配なのは 2年生 

＜朝日新聞 2021年 9月 19日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9K6R9XP80USPT00B.html 
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 コロナ禍の終わりが見えないなか、全国の国公私立大の学長の 8割が「学生のメンタルケア」を、6割が「学

生の孤立化」を課題と考えていることが、朝日新聞と河合塾の共同調査「ひらく 日本の大学」でわかった。ま

た、7割が友人づくりやストレス解消に大切なサークルなどの課外活動を課題に挙げた。コロナ禍による退学や

休学は抑えられてきたが、学生の精神面のケアに大学は苦慮している。 

 「ひらく 日本の大学」調査は、2011年から毎年、全大学を対象に実施している。今年は 6～8月、国公私立

の 775大学にコロナ禍の影響やオンライン授業の現状などを尋ね、85%に当たる 655大学が回答した。 

 各大学の学長が現在大きな課題と考えている項目について、「就職活動」「留学生の受け入れ・送り出し」など

15の選択肢を示し、当てはまるものをすべて選んでもらったところ、61%が「学生の孤立化・友人関係の希薄化」

を挙げた。国立大が 78%と多く、東京都や大阪府などの大都市圏でも 68%と多かった。また、入学定員が 1千人以

上の大学が 73%と特に多いのに対し、同 300人未満の小規模大は 48%にとどまった。 

 最も多い 73%の学長が選んだのが「課外活動の実施」だ。入学定員 3千人以上の大学は特に多く、84%に達した。

選択肢の項目を入れ替えるなどしたため単純比較はできないが、昨年、共同調査を 2回行った際、7月上旬は 48%、

10月上旬は 55%で、今回はそれを大きく上回った。サークルや部活動、ボランティアといった課外活動が、学生

のメンタルケアに有効だと考えつつ、感染リスクが高いとされて制限を続けざるを得ない苦悩が浮かぶ。 

「１年生より２年生の孤立化が問題」 

 「全学生に許可」しているも… 

 

・「通話アプリをつなぎっぱなしに」深まる孤立、寂しさ紛らわす大学生 

＜朝日新聞 2021年 9月 19日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9K779JP80USPT00D.html 

 コロナ禍が大学に影響を及ぼし始めて 1年半。当初は混乱したオンライン授業も定着し、感染対策をとったう

えで対面授業を行う大学も多い。「ウィズコロナ」の教育が定着してきたように見えるが、孤独感やストレスを感

じている学生は多く、各大学の心配は尽きない。 

「Zoomの授業が終わると部屋に一人。孤独感をすごく感じた」 

 関西の私立大 2年の男子学生は、昨年 4月からオンライン授業を受けてきた日々をそう語る。 

 授業を友達と受けたあとは一緒に学食へ行って、食べながらいろんな話をして――。思い描いていたそんなキ

ャンパスライフとはまったく違った。実家で家族と暮らすが、日中は一人きり。授業の合間に朝や前夜のおかず

をチンして昼を済ませ、また授業。空いた時間は課題をこなした。 

 サークルは入学式後の新入生勧誘で気に入ったところを選ぶと聞いていたが、構内に入ることもできなかった。

ツイッターで発信しているサークルで気になるところもあったが、活動の様子が分からずどこにも入らなかった。 

ストレス解消で新たな日課になったのは 

 高校時代の友人に提案され… 

 

・各大学の「新型コロナウイルス感染症」の対応について【北海道～東京】（9/17更新） 

＜大学プレスセンター 2021年 9月 17日＞ 

https://www.u-presscenter.jp/article/post-43243.html 

 

・各大学の「新型コロナウイルス感染症」の対応について【神奈川～九州・沖縄】（9/1更新） 

＜大学プレスセンター 2021年 9月 1日＞ 

https://www.u-presscenter.jp/article/post-43302.html 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・相次ぐコロナ自宅療養死 支援センター機能不全で何が 

＜朝日新聞 2021年 9月 17日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9J7313P9GUTNB01T.html 

・過労死の寸前 保健所職員が訴え コロナで長時間労働、改善訴え 埼玉の保健所職員、実名で会見 

＜共同通信 2021年 9月 19日＞ https://nordot.app/811946634485284864?c=39546741839462401 

********************************************************************************************* 
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[3] 火薬類取締法の適用を受けない火工品を指定する告示の一部を改正する告示（経済産業省告示第 203号） 

   [官報] 令和3年9月17日 本紙 第578号 2～3頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20210917/20210917h00578/20210917h005780002f.html 

○経済産業省告示第 203号 

 火薬類取締法施行規則（昭和二十五年通商産業省令第八十八号）第一条の四第七号の規定に基づき、火薬類取

締法の適用を受けない火工品を指定する告示（平成二十四年経済産業省告示第十四号）の一部を次のように改正

し、公布の日から施行する。 

  令和 3年 9月 17日                        経済産業大臣  梶山 弘志 

 次の表により、改正後欄に二重傍線を付した規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、こ

れを加える。 

改 正 後 改 正 前 

一～三十九  ［略］ 

四十 針なし注射器用アクチュエーターに用いる火工

品（電気点火により、内蔵する火薬を燃焼させて圧

力を発生させることにより針なし注射器用アクチュ

エーター内のピストンを押し出す構造のものに限

る。）であって、次の要件を満たすもの 

イ 火薬（過塩素酸塩を主とする火薬に限る。）の量

が〇・一五〇グラム以下であること。 

ロ ケースはステンレス鋼その他の合金製であるこ

と。 

ハ 外殻は、防錆性を有する材質であること。 

ニ 内部の火薬が容易に取り出せない構造であるこ

と。 

四十一 針なし注射器用アクチュエーターに用いるガ

ス発生器であって、次の要件を満たすもの 

イ 点火薬（過塩素酸塩を主とする火薬に限る。）の

量が〇・一五〇グラム以下であること。 

ロ ガス発生剤（硝酸エステルを主とする火薬に限

る。）の量が〇・三〇〇グラム以下であること。 

ハ 電気点火により、ガスを発生させて針なし注射

器用アクチュエーター内のピストンを押し出す構

造であること。 

ニ ケースはアルミニウム合金その他の合金製であ

ること。 

ホ 外殻は、防錆性を有する材質であること。 

へ 内部の火薬が容易に取り出せない構造であるこ

と。 

一～三十九  ［略］ 

[新設]  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[新設]  

備考 表中の［ ］は注記である。 

********************************************************************************************* 

[4] 健康安全 

◇長時間労働は 75万人の死に影響 国連機関、重大な危険と指摘 

＜共同通信 2021年 9月 17日＞ https://nordot.app/811579858500059136?c=39546741839462401 

国連専門機関の世界保健機関（WHO）と国際労働機関（ILO）は 17日、労働による傷病が元で、2016年に世界

で 190万人が死亡したとの推計を公表した。死亡の危険性を高める最大の要因は週 55時間以上の長時間労働で、
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約 4割に相当する 75万人の死亡に影響したと指摘した。 

 労働に起因する死者の総数は、00年比で 10％増加。長時間労働が影響したとみられる死因のうち、脳卒中は同

19％増、虚血性心疾患は同 42％増だった。 

 長時間労働に次いで危険な要因は、職場で粒子状物質（PM）や煙などにさらされることで、24％に当たる 45

万人の死亡例と関連がある。 

********************************************************************************************* 

[5] 食品安全衛生関係 

◇ゲノム編集技術を利用して開発した「可食部増量マダイ」、厚生労働省及び農林水産省への届出完了 

国の手続を経た、世界初のゲノム編集動物食品として「可食部増量マダイ」の上市開始 

＜PRTIMES 2021年 9月 17日＞ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000008.000060432.html 

リージョナルフィッシュ株式会社（本社：京都府京都市、代表取締役社長：梅川 忠典、以下、「リージョナルフ

ィッシュ」）は、京都大学（木下政人准教授）と近畿大学（家戸敬太郎教授）の協力のもと、ゲノム編集技術を応

用して作出した「可食部増量マダイ」について、厚生労働省と農林水産省への届出を完了いたしました。なお、

このマダイは、国の手続を経て上市する、世界で初めてのゲノム編集動物食品となります。 

両省への届出手続では、今回のゲノム編集は、遺伝子組換えではなく自然界でも起こりうる変化であること、食

品としての安全性が従来の食品と同程度であること（オフターゲットや有害物質の産生が認められない）、生物多

様性に悪影響を及ぼすものではないことが確認されております。 

リージョナルフィッシュは、クラウドファンディング「CAMPFIRE」にて、ゲノム編集技術や生産方法などに関す

る情報を提供した上で、「可食部増量マダイ」190食分の予約受付けを開始し、10月より順次発送していきます。 

********************************************************************************************* 

[6] 温暖化対策関係 

◇30年に温室効果ガス 16%増も 削減の引き上げ急務 国連報告書 

＜朝日新聞 2021年 9月 18日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9L3DFTP9KULBJ01Z.html 

 10月末から英国で開かれる国連気候変動枠組み条約締約国会議（COP26）に向けて、条約事務局が17日、各国の

温室効果ガスの削減目標を分析した報告書を発表した。今の目標のままだと2030年の排出量は10年と比べて約16%

増えるとし、早急に削減量の大幅な引き上げが必要だと指摘している。 

 温暖化対策の国際ルール「パリ協定」は、産業革命以降の気温上昇を2度未満、できれば1・5度に抑える目標を

かかげている。「1・5度」の達成には30年までに10年比で45%削減しなければならない。 

 今回の報告書は、パリ協定に基づいて7月末までに提出された各国の削減目標から分析。目標を引き上げるなど

した113の国だけでみると、30年には10年比で26%減らせるとした。 

 一方、それ以外の国を含めると逆に約16%増えるとした。エスピノーザ事務局長は「16%の増加は非常に大きな

懸念」「COP26までに多くの（引き上げた）削減目標が出てくることを期待する」としている。 

 日本は30年度の削減目標（13年度比）を従来の26%から46%に引き上げることを決めている。ただ、まだ国連に

提出しておらず、今回の報告書には反映されていない。条約事務局は、日本などが提出する目標を盛り込んだう

えで、10月下旬に改めて分析結果をまとめる予定だ。 

 

・今世紀末に 2.7度上昇の恐れ パリ協定達成遠いと国連 

＜共同通信 2021年 9月 18日＞ https://nordot.app/811755971630104576?c=39546741839462401 

 国連の気候変動枠組み条約事務局は 17日、今年 7月末までに提出された各国の温室効果ガスの削減目標を分析

した結果、現状の削減ペースでは今世紀末に 2.7度の気温上昇に達する恐れがあるとする報告書を公表した。 

 パリ協定は産業革命前と比べた世界の気温上昇を 2度未満、できれば 1.5度以内に抑えることを目指すが、目

標達成にはなお遠い水準だ。 

 国連のグテレス事務総長は「科学を無視するのはやめよう。そうしないと、すべての国の人々が悲惨な代償を

払うことになる」とコメントし、各国の対策強化を求めた。 

---------- 

◇米欧、メタン 30％削減へ COP26へ協力呼び掛け 
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＜共同通信 2021年 9月 18日＞ https://nordot.app/811790603969740800?c=39546741839462401 

 バイデン米大統領は 17日、地球温暖化対策を話し合う首脳級会合をオンラインで開催し、欧州連合（EU）など

と共に、強力な温室効果ガスであるメタンの世界的な排出量を 2030年までに 20年比で少なくとも 30％削減する

計画をまとめたと発表した。10月末に始まる国連気候変動枠組み条約第 26回締約国会議（COP26）に向け、各国

指導者にも協力を呼び掛けた。 

 今回の会合は日本や中国など 17の国・地域から成る主要経済国フォーラム（MEF）の会合で、菅義偉首相やジ

ョンソン英首相ら 16人が参加した。中国は解振華・気候変動問題担当特使が出席した。 

---------- 

◇「植物工場」が急拡大 LEDなど技術向上 気候変動対策の切り札も 

＜朝日新聞 2021年 9月 19日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASP9H5DBSP9BULFA02Q.html?iref=comtop_7_04 

 LEDの光や空調を自動管理した環境で野菜や果物をつくる植物工場が転換期を迎えている。課題だった高コス

トも近年、安価な LEDの開発などで低下。品質のよさや気候変動対策への意識の高まりから消費者の支持を集め

る。新型コロナウイルス感染拡大による巣ごもり需要も後押しし、市場の急拡大が見込まれている。 

 米国で生活していると、つい野菜不足になりがちだ。日本で一般的な白菜や大根は手に入りにくく、時折調理

法に困ってしまう見慣れない野菜と格闘している。代わりに救世主となってくれるのが、「3回洗浄」と書かれた

袋詰めの生野菜。洗わずそのまま食べられる手軽さがありがたい。 

 ある日、ニューヨークのスーパーで生野菜を選んでいると、「屋内栽培」などと書かれた透明なプラスチック

ケースに入った野菜が目についた。植物工場で作られたものだ。価格は 4ドル（約 440円）ほど。レタスなど葉

物野菜を中心に複数メーカーの 7～8種類ほどがならぶ。通常のものより 50セント高く、量も少なめだ。レタス

をカゴに入れた教育コンサルタントのサラ・モーワさん（47）は「この値段なら、地元の植物工場で作られた野

菜を買うようにしている。環境にいいし、新鮮だから」。生野菜売り場のうち植物工場の野菜が 3割近くを占め

る。メーカーを取材してみることにした。 

 米北東部が記録的な豪雨に見舞われた翌日の 9月 2日、ニュージャージー州の植物工場を訪ねた。周辺はとこ

ろどころ道路が冠水し、水没した車を引き上げるクレーン車の姿も。工場や作物は大丈夫なのか。一抹の不安を

抱えながら現場に着いた。 

 「工場はなんの影響も受けて… 

********************************************************************************************* 

[7] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇令和４年度環境研究総合推進費新規課題の公募について  

＜環境省 2021年 9月 17日＞ https://www.env.go.jp/press/109985.html 

---------- 

◇令和４年度食品健康影響評価技術研究課題の公募について 

＜内閣府 2021年 9月 17日＞ http://www.fsc.go.jp/chousa/kenkyu/kenkyu_koubo/kenkyu_r4_koubo.html 

********************************************************************************************* 

[8] その他省庁発表 

◇「見た目重視から持続性重視のおかいもの」をテーマにサステナブルなお買い物チェックを体験! 

＜農林水産省 2021年 9月 17日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/kanbo/b_kankyo/210917_3.html 

＜消費者庁 2021年 9月 17日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/025668/ 

********************************************************************************************* 

[9] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・第 10回「労働基準法施行規則第 35条専門検討会化学物質による疾病に関する分科会」を開催します（オンラ

イン開催）   ９月 27日 

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=U6i9HIT8fs-q2OPBY 
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・労働基準法施行規則第 35条別表第１の２第４号の１の物質等の検討について 

・その他 

・中央環境審議会地球環境部会気候変動影響評価等小委員会（第 23回）の開催について    ９月 27日 

＜環境省 2021年 9月 17日＞ https://www.env.go.jp/press/109994.html 

（１）次期気候変動影響評価に向けた検討方針等について 

（２）その他 

・海域環境の監視測定タスクフォース（第２回）の開催について    ９月 21日 

＜環境省 2021年 9月 17日＞ https://www.env.go.jp/press/109992.html 

   海域環境モニタリングについて 

・着床式洋上風力発電施設の残置に係る検討会（第３回）の開催について    ９月 21日 

＜環境省 2021年 9月 17日＞ https://www.env.go.jp/press/109998.html  

（１）検討会（第２回）議事録（案）の確認 

（２）「着床式洋上風力発電施設の廃棄許可に係る考え方（仮称）」案に対する御意見の内容及び御意見に対す

る考え方について 

（３）「着床式洋上風力発電施設の廃棄許可に係る考え方（仮称）」最終案について 

・学校法人ガバナンス改革会議（第 6回）の開催について    9月 22日 

＜文部科学省 2021年 9月 17日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/af7mac3A1Jya3PbK 

1. 学校法人のガバナンスについて 

2. 全国知事会からのヒアリング 

3. その他 

-------------------- 

[開催記録、報告、資料等] 

・第 24回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会 資料   ９月１７日  

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2h93EQ8vg9qGDcBY 

・厚生科学審議会科学技術部会全ゲノム解析等の推進に関する専門委員会（第５回）資料    ９月 17日 

＜厚生労働省 2021年 9月 17日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=1yw5mAB4-ksuXF1FY 

（１）新型コロナワクチンの臨時接種について （２）その他 

********************************************************************************************* 

[10] その他 

・非常勤講師の直接雇用への切り替え検討 阪大、組合の要望受け 

＜朝日新聞 2021年 9月 17日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9K5R5XP9KPTIL00D.html 

 大阪大学は、業務委託契約を結んで授業をしている非常勤講師について、直接雇用に切り替えることを検討す

る方針を学内に示した。直接雇用への転換を求めていた阪大の講師を含む関西圏大学非常勤講師組合が明らかに

した。 

 組合によると、阪大は16日付の人事労務担当理事名の文書で、「個別の実態に応じて労働契約に切り替えるこ

とを視野に入れた制度設計に早急に取り組む」との方針を学内に示したという。組合は阪大が講師と業務委託契

約を結んでいる現状について、「労働契約ではないので大学は簡単に契約を打ち切れる」として、より安定した

直接雇用への切り替えを求めていた。文部科学省も阪大の実態を調査していた。  

********************************************************************************************* 

[付録] 

◇【若者向け注意喚起シリーズ＜No.5＞】怪しい副業・アルバイトのトラブル－簡単に稼げて高収入？！うまい

話には裏がある…－ 

＜国民生活センター 2021年 9月 16日＞ http://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20210916_1.html 

怪しい副業やアルバイトに関するトラブルについて、10～20歳代の若者から全国の消費生活センター等に、以下

のような相談が寄せられています。 

相談事例 
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【事例1】 

チャットで相談にのるだけのアルバイトで、次々と手続料を支払わされた 

【事例2】 

“レンタル彼氏”に登録したが収入は得られず、月額サイト利用料だけを支払わされている 

【事例3】 

「荷受代行」をしたら、自分名義でスマートフォン6台を購入されていた 

トラブル防止のポイント 

・副業・アルバイトにあたって「手数料」「登録料」を請求されたら要注意！ 

 「簡単に稼げる」「気軽に始められる」と強調するインターネット広告やSNSの情報を安易に信じないようにし

ましょう。怪しい副業・アルバイトでは、「報酬を得るために必要」などと言われ、登録料やサイト利用料等さ

まざまな名目でお金を支払わされるという特徴があります。 

・「荷受代行」・「荷物転送」は絶対にしないでください 

 「荷受代行」・「荷物転送」の裏の目的は消費者の名義で不正に携帯電話等を購入することであり、その携帯

電話等が犯罪に使用される恐れもあります。身分証明書、銀行口座等の個人情報を安易に伝えないようにしまし

ょう。また携帯電話等の月額利用料や通話料などを支払う必要はないと説明されていても、契約者である消費者

に対して請求される可能性もあります。 

・2022年4月から『18歳で大人』に！ 

 未成年者は、原則として、契約をするにあたって親権者等の同意を得なければなりませんが、同意を得ずにな

された契約は取り消すことができます。他方、大人になると一人で契約できる半面、原則として一方的にやめる

ことはできません。 

 インターネット上にはさまざまな副業・アルバイトに関する情報が掲載されていますが、始める前に、家族等

周りの人に相談するようにしましょう。 

 不安に思った時、トラブルにあった時は「188」に相談を！ 

---------- 

◇高齢者の事故防止～電動車いすの利用で気を付けたいこと～ 

＜製品評価技術基盤機構 2021年 9月 17日＞  

https://www.nite.go.jp/jiko/chuikanki/press/2021fy/prs210917.html 

 高齢者※1が電動車いすを使用した際の事故が毎年発生しています。電動車いすは高齢者が使用する他の製品よ

りも死亡事故の割合が高く、不注意や運転操作の誤りが重大な事故に直結するおそれがあります。電動車いすの

事故は脱輪による踏切での立ち往生や、坂道でバランスを崩したことによる転倒・転落などにより起こっていま

す。今年も既に 2件、高齢者が電動車いすを使用中に亡くなられるという事故が発生しています。NITE（ナイト）

では、電動車いすの事故の再発防止を目的として、敬老の日を前に注意喚起を行います。 

 2016年から 2020年の 5年間に NITE（ナイト）に通知された製品事故情報※2では、高齢者の電動車いすの事故

は 23件※3（ハンドル形 14件、ジョイスティック形 9件）ありました。事故の被害状況をみると、23件のうち、

死亡事故が 11件、重傷事故が 9件発生しています。事故発生場所として最も多いのは踏切で、7件発生し、うち

死亡事故 5件です。踏切以外では側溝など道路以外の場所に転落する事故が 5件発生しており、その全てが死亡

事故です。 

 電動車いすの事故は、使用上の注意をよく確認し、誤った使い方をしないよう気を付けることで防げるものが

少なくありません。使用者や、周囲の方が以下の点に注意することで、事故を未然に防ぎましょう。 

■電動車いすを使用する上で気を付けるポイント 

○初めて使用する人は、事前に十分な練習を行い、家族などの介助者とともに利用する道路の状況をあらかじめ

確認する 

○体調不良時や飲酒時、夜間に使用することを避ける 

○乗車前にバッテリー残量を確認する 

○定期的に取扱店などで点検を受ける 

■踏切で気を付けるポイント 
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踏切の通行はできるだけ避けるようにすべきですが（特に夜間は段差や溝が見えづらく危険です）。やむを得ず

踏切を渡る場合は以下の点に気を付けてください。 

○介助者や周りに人がいる場合に一緒に通行する 

○踏切の警報が鳴ったら、踏切内に入らない 

○線路に対して直角に通行する 

○踏切の端を避けて通行する 

○踏切内で立ち往生してしまったら、周囲の人に大声で助けを求める 

■転落に関して気を付けるポイント 

○道の端を通行しない。特にガードレール・柵などがない場所は注意する 

○道路工事現場などには極力近づかない 

○細い山道や急な坂道の通行は避ける 

（※1） 本資料では 65歳以上を高齢者と定義します。 

（※2）消費生活用製品安全法に基づき報告された重大製品事故に加え、事故情報収集制度により収集された非重

大製品事故やヒヤリハット情報（被害なし）を含みます。 

（※3）高齢者が電動車いすに乗車していた状態での事故の件数です。 

---------- 

◇原爆投下の広島、調査団襲った台風 記憶伝える京大・花谷会館が解体 

＜朝日新聞 2021年 9月 17日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP9K36PFP8RPLZB002.html 

広島に原爆が投下された翌月、現地調査をしていた京都大学（当時は京都帝国大）の教授や学生らが「枕崎台風」

に遭い、11人が命を落とした。追悼のため、遺族が大学構内に木造の建物を建てたが、老朽化により、今夏に取

り壊された。「花谷（はなたに）会館」。犠牲者の一人、大学院生の花谷暉一さんの名前が付けられた建物だっ

た。枕崎台風の上陸から、17日で 76年となった。 

 花谷さんは、日本の原子核物理学の第一人者だった荒勝文策・理学部教授の研究室に所属していた。 

 荒勝教授は戦前、海軍の依頼で原爆研究に極秘で取り組んでいたことで知られる。その研究は「fission（核分

裂）」の頭文字を取って「F研究」と呼ばれていた。俳優・柳楽優弥さんが若き研究員役で主演する映画「太陽

の子」などの題材にもなった。 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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